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本日の内容

１. 企業の新陳代謝－基
本的枠組み

概念整理

参入を左右する要素
参考： GEMの調査結果

退出を左右する要素
参考： 先行研究

２. わが国の現状

開廃業率の状況

生産性成長率の推移
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３. 留意点

参入、退出のバリエーション

退出に関わるポイント
経営不振企業の退出

参考： “円滑な”退出の事例

参入、退出の相互関連性

４. むすびにかえて



企業の新陳代謝 － 基本的枠組み

企業ダイナミクス（firm dynamics）、ビジネスダイナミズム（business 
dynamism）
企業の参入、成長、退出

特に参入と退出を通じた交代（turnover）

基本認識
成長力のある事業者の参入と、ライフサイクルを終えた事業者等の退出が、

企業部門（ひいては経済）の成長を促進
（Baily et al. 1992、Foster et al. 1992、Foster et al. 2008など ）
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⽣産性変化の要因 具体的内容 各要因が⽰す効果
参⼊効果 起業・創業等による寄与 参⼊企業の⽣産性が業種平均より⾼い場合、プラス⽅向に押し上げ

資源再配分効果 存続企業のシェア変化による寄与
業種平均より⽣産性が⾼い企業が売上シェアを拡⼤した場合や、⽣産性が伸
びる企業が売上シェアを拡⼤する場合は、プラス⽅向に押し上げ

内部効果
（企業内部の⽣産性変化の効果）

存続企業の⽣産性の⽔準変化
のみによる寄与

存続企業が⽣産性を⾼めた場合、プラス⽅向に押し上げ

退出効果 倒産・廃業企業等による寄与 退出企業の⽣産性が業種平均より低い場合、プラス⽅向に押し上げ

（資料）金、深尾、権、池内（2023）、中小企業庁（2023）より作成。

図表 生産性の変化要因



参入を左右する要素

参入行動（≒ 開業、起業）は社会・経済の多様な要素に影
響される
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注： GEM ＝ Global
Entrepreneurship Monitor

出所： 「起業家精神に関する調
査」報告書（令和５年度ユニコー
ン創出支援事業（起業家精神に
関する調査）経済産業省委託調
査）に一部加筆

図表 GEMによる起業活動の概念モデル



参考： GEMの結果（2023年APS調査）－総合指数

総合起業活動指数(Total Early-Stage Entrepreneurial Activity: 
TEA)は最下位クラス（46ヵ国中44位）

注： 2023年APS調査ベース（以下同様）
出所： 「起業家精神に関する調査」報告書（2024年3月）

図表 各国のTEA
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参考： GEMの調査結果－個別項目

いずれもわが国は低位
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【ロールモデルの有無：ロールモデル指数】 【失敗への恐れ：失敗脅威指数】

【事業機会の認識：事業機会認識指数】 【知識・経験・能力：知識・経験・能力指数】

図表 GEMの各項目に関する調査結果



参考： GEMの調査結果－個別項目
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【起業家の社会的地位】 【メディアからの注目度】

【個人投資家の活動】

出所： 「起業家精神に関する調査」報告書（2024年3月）

図表 GEMの各項目に関する調査結果



退出を左右する要素

企業属性

規模

年齢

経営状態

その他（業種等）
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【参入 vs 退出】

参入 ・・・ 個人（起業家）の要素が相対的に重要

退出 ・・・ 個人（経営者）・ 事業体の双方の要素

事業環境

制度・政策

金融環境

・・・etc.



新陳代謝に関連する先行研究

理論研究の例
Jovanovic（1982）のラーニング・モデル

Gibrat（1931）の“比例効果の法則（law of proportionate effect）”

Hopenhayn (1991)の動学的確率モデル

Board and Meyer-ter-Vehn 2022、ほか

実証研究・数値解析の例
Clementi and Hopenhayn (2006)、Cooley and Quadrini (2001)、Foster et al. 

(2008) など

展望論文の例
Sutton (1997)、Caves (1998)、Cefis et al. (2022) など
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わが国の現状－開廃業率の状況

開業（参入）、廃業（退出）とも低水準で推移

それらの向上は重要な政策課題としての位置づけ
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開業率・廃業率の推移（⾮⼀次産業）
事業所

開業率 廃業率

資料：総務省「事業所・企業統計調査(2006年まで)」、総務省「平成21年、26年経済センサス‐基礎調査」、総務省・経済産業省「平成24年、
28年、令和３年経済センサス‐活動調査」
（注）1.ここでは、開業率とは、ある特定の期間において、「①新規に開設された事業所（⼜は企業）を年平均にならした数」の「②期⾸におい

て既に存在していた事業所（⼜は企業）」に対する割合とし、①／②で求める。廃業率も同様に、ある特定の期間において、「①廃業と
なった事業所（⼜は企業）を年平均にならした数」の「②期⾸において既に存在していた事業所（⼜は企業）」に対する割合とし、
①／②で求める。
2.10表①、10表②の開業（廃業）会社企業数は、会社に所属する事業所のうち、単独事業所及び本所・本社・本店の新設（廃業）事業所を
⾜し合わせて算出した。

3.10表①、10表③の開業（廃業）個⼈企業数は、個⼈に所属する事業所を⾜し合わせて算出した。
4.10表④の開業（廃業）事業所は、公表値を利⽤した（参考1.を参照）。
5.前掲付属統計資料１表の企業数と異なり、当表では個⼈企業の⽀所・⽀社・⽀店に該当する事業所が含まれているため、上記①の期⾸企業数
と⼀致しない。

図表 わが国の開廃業率の推移

出所： 中小企業庁（2023）より作成



わが国の現状－生産性成長率の推移

退出が生産性成長率を押し下げ

成長力のある企業が退出している可能性
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資料：⾦、深尾、権、池内（2023）「新型コロナウイルス感染症流⾏下の企業間資源再配分：企業ミクロデータによる⽣産性
動学分析」RIETI Discussion Paper Series 23‐J‐016、経済産業研究所（RIETI）
（注）1.TFP上昇率は、各期における基準年と⽐較年のTFPの伸びを、各期の年平均上昇率に換算したもの。
2.（株）東京商⼯リサーチの保有する企業財務データ等を使⽤して分析を⾏っている。
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2.（株）東京商⼯リサーチの保有する企業財務データ等を使⽤して分析を⾏っている。

図表 わが国の企業部門の生産性（TFP）変化率の要因分解

大企業 中小企業



新陳代謝に関する留意点

議論の前提

基本的方向性は、企業部門の健全なライフサイクルプ
ロセスの形成（＝ 参入・退出の循環）

留意点

参入、退出ともバリエーションが大きいこと

退出に関わる考慮要因

企業ダイナミクス（特に参入、退出）の相互関連性
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留意点１： 参入、退出のバリエーション

参入、退出とも段階や形態の幅がある

参入 ・・・ 個人事業主としての開業、法人化、IPOなど

退出 ・・・ 倒産、自主廃業、譲渡など
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廃業

倒 産
清算型 再建型

⾃主廃業

譲 渡
IPO
M&A

従業員への譲渡
親族承継
売却

出所： 本庄（2007）、津島（2016）より作成

・小規模事業者では
清算型倒産となることが多い
・個人と事業体が不可分で、
清算が個人の生活基盤を棄損
させることも多い

図表 廃業の分類（概念整理）



留意点２： 退出に関わるポイント

“円滑な退出”の条件

経営者自身の意志・希望

経営状態

経営者/ステークホルダー/
経済全体の視点
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例： 業績良好な事業者が経営譲渡

例： 経営不振企業の経営者の生活を
守りつつ廃業

“円滑な退出”のモデルケース

図表 退出時の条件（概念整理）

良好 ⾮良好
経営者⾃⾝

ステークホルダー
経済全体

③
影
響

①経営者の退出意志（清算、譲渡等）
②経営状態

例： 業績良好だが強制退出
例： 経営者らの生活基盤を棄損

“非円滑な退出”はこの逆



経営不振企業（≒ ゾンビ企業）の退出をめぐる難しさ

論点１： ゾンビ企業は淘汰すべきか？

⇒ “ゾンビ”状態の識別は困難（将来に復調する事業者も少なく
ない）

⇒ 個人と企業が一体化しているケースが多く（個人保証等）、個
人の生活基盤を著しく損ねる可能性

論点２： 経営不振企業（≒ ゾンビ企業）を生んだ支援が問
題か？

⇒ 間接金融中心の金融システムのもとで、緊急時に、金融仲介
機関経由の資金繰り支援が大きな役割（将来的には出口の明確
化を検討すべきか）

14



“ゾンビ”からの脱却可能性

ゾンビ企業に分類された企業が、将来的に非ゾンビに転じ
る可能性
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図表 Goto and Wilbur (2019)による推計結果

被説明変数・・・今期のゾン
ビ状態（ダミー変数）

説明変数・・・前期のゾンビ
状態（ダミー変数）など

出所： Goto and Wilbur (2019)



“円滑な退出”： 事例紹介①
中小企業白書は円滑な事業承継等の事例を紹介（下記は2024年版の例）
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「中小企業白書 2024年版」掲載の事例

出所： 中小企業庁(2024)



“円滑な退出”： 事例紹介②
金融庁（2023）は、(i) 債権の時価譲渡による事業再生、(ii) 第二会社方式による

事業再生、(iii) グループ企業一体での事業再生のいくつかのケースを紹介
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金融庁（2023）掲載の事例

出所： 金融庁(2023)



留意点３： 参入、退出の相互関連性

参入と退出には相互の関連性があり得る

例： 退出の活発化 ⇒ 各種経済リソース（人材、物的資産等）
が参入企業にシフト

例： 円滑な退出が可能な仕組み ⇒ 退出時のリスクを懸念せ
ず参入可能

例： 参入の活発化 ⇒ 競争を通じた淘汰
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・ 参入、退出の促進は全体を一体的に考えるべき
・循環を形成するべく、政策的な促進策には意義があり得る



むすびにかえて

経済メカニズムにおいて、一般的に企業部門の健全な新陳代謝は
重要であり、わが国にもそれは該当する

参入行動、退出行動を左右する要素は多岐にわたる

参入、退出にも幅がある点には留意の要

特に小規模事業者の退出は清算型を取ることが多く、経済的公正
性、社会的要素等を鑑みると、一律的かつ積極的な退出促進は容
易でない

企業の新陳代謝（特に参入と退出）には関連があり、必ずしも単一
の起点が見出しにくい中、要所要所の促進を図る政策的な意義

円滑な退出はその方向性のひとつ
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